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平成３０年度 第２回新居浜市地域公共交通活性化協議会 

次   第 
 

○日時  平成３１年１月２３日（水）１３：３０～ 

○場所  新居浜市役所 ３階 応接会議室  

 

 

  １．開 会 

         

２．協議事項      

   
  (1) 平成３０年度地域公共交通確保維持改善事業(平成２９ 
   年１０月～平成３０年９月分)の事業評価(案)について 
 

 (2) 平成２９年度地域公共交通バリア解消促進等事業(バリ 
  アフリー化設備等整備事業）の事業評価(案)について 

 
(3) その他 

   
      
  ３．閉 会 
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   新居浜市地域公共交通活性化協議会委員名簿 
 

条項 役員 機関・団体 役職名 氏名 

法 
第６条
第２項
第 1 号 

規約 
第５条 
第１項
第１号 

会 長 

新居浜市 

副市長 寺田 政則 

 経済部長 鴻上 浩宣 

法 
第６条
第２項
第 2 号 

 

規約 
第５条
第１項
第２号 

 
新居地区旅客自動車協同組
合 

代表理事 渡部 光男 

 
愛媛県ハイヤー・タクシー協
会 

専務理事 田所 秀志 

 瀬戸内運輸株式会社 専務取締役 門田 正孝 

 愛媛県バス協会 専務理事 稲荷 和重 

 四国旅客鉄道株式会社 愛媛企画部長 窪 仁志 

規約 
第５条
第１項
第３号 

 愛媛県東予地方局建設部 建設企画課長 岡野 準 

 
国土交通省四国地方整備局 
松山河川国道事務所 

副所長 森本 英二 

法 
第６条
第２項
第３号 

規約 
第５条
第１項
第４号 

 新居浜警察署 交通課長 玉田 晃雄 

規約 
第５条
第１項
第５号 

副会長 新居浜市連合自治会 理事 星加 勝一 

 新居浜市老人クラブ連合会 事務局長 三木 博喜 

 新居浜市女性連合協議会 会員 今村 美鈴 

規約 
第５条
第１項
第６号 

監 事 新居浜市社会福祉協議会 次長 越智 千鶴子 

監 事 新居浜商工会議所 産業創出課長 矢野 英司 

 新居浜市医師会 理事 永易 大典 

 瀬戸内運輸労働組合 執行委員長 砂田 篤志 

 愛媛県東予地方局総務企画部 地域政策課長 中川 美奈子 

 
国土交通省四国運輸局 
愛媛運輸支局 

首席運輸企画
専門官 
(輸送・監査) 

谷本 昌啓 

 
首席運輸企画
専門官 
(総務・企画観光) 

山本 充一 

 
事務局 

事務局長 新居浜市経済部運輸観光課 課長 宮崎 司 

事業担当 新居浜市経済部運輸観光課 副課長 菅 裕二 

事業担当・出納員 新居浜市経済部運輸観光課 係長 二宮 由佳 
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別添１ 

【評価項目の評価基準】 
 
④事業実施の適切性 

A：事業が計画に位置づけられたとおり、適切に実施された 
B：事業が計画に位置づけられたとおりに実施されていない点があった 
C：事業が計画に位置づけられたとおりに実施されなかった 

 
⑤目標・効果達成状況 

A：事業が計画に位置付けられた目標を達成した（する見込み） 
B：事業が計画に位置付けられた目標を達成できていない点があった（一部達成できない見込み） 
C：事業が計画に位置付けられた目標を達成できなかった（達成できない見込み） 

協議事項（１）平成３０年度地域公共交通確保維持改善事業(平成２９年１０月～平成３０年９月分)

の事業評価（案）について 

 



4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協議事項（２）平成２９年度地域公共交通バリア解消促進等事業（バリアフリー化設備等整備事業）の

事業評価（案）について 

※フィーダー系統概要 別紙① 

 

【評価項目の評価基準】 
 
④事業実施の適切性 

A：事業が計画に位置づけられたとおり、適切に実施された 
B：事業が計画に位置づけられたとおりに実施されていない点があった 
C：事業が計画に位置づけられたとおりに実施されなかった 

 
⑤目標・効果達成状況 

A：事業が計画に位置付けられた目標を達成した（する見込み） 
B：事業が計画に位置付けられた目標を達成できていない点があった（一部達成できない見込み） 
C：事業が計画に位置付けられた目標を達成できなかった（達成できない見込み） 

別添１ 
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○登録者数（１２月末日現在） 

 上部西エリア ７８８世帯 １，１７５人 

 上部東エリア ６７３世帯 １，０２８人 

 川東エリア  ６９３世帯 １，０７２人  計 ２，１５４世帯 ３，２７５人 

 ※年齢構成 50代まで ３３３（１０．２％） 60代以上 ２，９４２（８９．８％） 

 

 

○これまでの利用状況 

 

 平成 22 年度 計（運行日数 56 日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア １４２人 ８６人 １．５人 ９１台 ０．９人 

上部東エリア １７１人 ９５人 １．７人 ８７台 １．１人 

川東エリア ７６人  ４７人 ０．８人  ４５台 １．０人 

 ３８９人 ２２８人 ４．１人 ２２３台 １．０人 

 ※利用者内訳 大人 193 人 障がい者 35人 利用料収入 105,250 円 

 

 

 

 

 平成 23年度上半期(4月～9月) 計（運行日数 124 日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア ２６７人 ２３７人 １．９人 ２１０台 １．１人 

上部東エリア ２３１人 ２３１人 １．９人 ２１４台 １．１人 

川東エリア １０３人 １５８人 １．３人 １３８台 １．１人 

 ６０１人 ６２６人 ５．０人 ５６２台 １．１人 

 ※利用者内訳 大人 458 人 障がい者 168 人 利用料収入 271,000 円 

 

 

 

 

 平成 23年度下半期(10 月～3月) 計（運行日数 120 日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア ３２２人 ６７６人 ５．６人 ５８８台 １．１人 

上部東エリア ２６９人 ５６９人 ４．７人 ５００台 １．１人 

川東エリア １１３人 ２８８人 ２．４人 ２２７台 １．３人 

 ７０４人 １，５３３人 １２．７人 １，３１５台 １．２人 

※利用者内訳 大人 912 人・大人割引者 621 人・小人 0 人    

割引内訳 障がい者割引 本人 504 人・介護 7 人 療育割引 本人 1 人    

精神保健割引 本人 1人特定疾患割引 本人 33 人・介護 12人   

運転免許自主返納者割引 63 人  

利用料収入 611,250 円 

 

 

参考   デマンドタクシーの利用状況等について 
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平成 24 年度上半期(4 月～9月) 計（運行日数 125 日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア ３５１人 １，０５１人 ８．４人 ７６７台 １．４人 

上部東エリア ２８２人 ６１９人 ５．０人 ４９８台 １．２人 

川東エリア １１４人 ２９０人 ２．３人 ２４８台 １．２人 

 ７４７人 １，９６０人 １５．７人 １，５１３台 １．３人 

※利用者内訳 大人 1052 人・大人割引者 906 人・小人 0人・無料乳幼児 2 人 
割引内訳 障がい者割引 本人 608 人・介護 21 人 療育割引 本人 4人     

特定疾患割引 本人 23 人・介護 5人   
運転免許自主返納者割引 245 人 

利用料収入 752,500 円 
 

平成 24 年度下半期(10 月～3月) 計（運行日数 120 日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア ３６４人 １，１９８人 １０．０人 ８１８台 １．５人 

上部東エリア ２９８人 ８４４人 ７．０人 ５８６台 １．４人 

川東エリア １１４人 ３３３人 ２．８人 ２６１台 １．３人 

 ７７６人 ２，３７５人 １９．８人 １，６６５台 １．４人 

※利用者内訳 大人 1,303 人、大人割引者 1,069 人 
割引内訳 障がい者割引 本人 697 人･介護 29人  

療育割引 本人 13 人･介護 10 人  精神保健割引 本人 2 人  
特定疾患割引 本人 27 人・介護 20人   
運転免許自主返納者割引 271 人 

小人 1人、小人割引者 2人(障がい者介護) 
利用料収入 919,260 円（※小人の内 2 人は割引者：130 円で計算） 

 
平成 25 年度上半期(4 月～9月) 計（運行日数 125 日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア ３７３人 １，４５７人 １１．７人 ８８８台 １．６人 

上部東エリア ３１３人 １，１１６人 ８．９人 ７００台 １．６人 

川東エリア １１６人 ４８１人 ３．８人 ３６０台 １．３人 

 ８０２人 ３，０５４人 ２４．４人 １，９４８台 １．６人 

※利用者内訳 大人 1,624 人、大人割引者 1,430 人 
割引内訳 障がい者割引 本人 1031 人･介護 41 人  

精神保健割引 本人 3人   
特定疾患割引 本人 39 人・介護 13人   
運転免許自主返納者割引 303 人 

利用料収入 1,169,500 円 
 

平成 25 年度下半期(10 月～3月) 計（運行日数 119 日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア ６３１人 ２，０６６人 １７．０人 １，０３９台 ２．０人 

上部東エリア ５７６人 ２，１２０人 １７．８人 １，００１台 ２．１人 

川東エリア ５６５人 １，１６８人 ９．８人 ６６３台 １．８人 

 １，７７２人 ５，３５４人 ４５．０人 ２，７０３台 ２．０人 

※利用者内訳 大人 2,725 人、大人割引者 2,629 人 
割引内訳 障がい者割引 本人 1,616 人･介護 160 人  

特定疾患割引 本人 41 人・介護 23人   
運転免許自主返納者割引 789 人 

利用料収入 2,019,750 円 
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平成 26 年度上半期(4 月～9月) 計（運行日数 125 日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア ６８３人 ２，４８３人 １９．９人 １，１９５台 ２．１人 

上部東エリア ６１７人 ２，４６０人 １９．７人 １，０９４台 ２．２人 

川東エリア ６１６人 １，７３８人 １３．９人 ８１０台 ２．２人 

 １，９１６人 ６，６８１人 ５３．５人 ３，０９９台 ２．２人 

※利用者内訳 大人 3,634 人、大人割引者 3,047 人 
割引内訳 障がい者割引 本人 1,697 人･介護 167 人  

特定疾患割引 本人 57 人・介護 27人   
運転免許自主返納者割引 1，099 人 

利用料収入 2,578,750 円 
平成 26 年度下半期(10 月～3月) 計（運行日数 119 日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア ７７１人 ２，６３９人 ２２．２人 １，２１１台 ２．２人 

上部東エリア ６９８人 ２，５０１人 ２１．０人 １，１０８台 ２．３人 

川東エリア ７４０人 ２，０６５人 １７．４人 ８６１台 ２．４人 

 ２，２０９人 ７，２０５人 ６０．８人 ３，１８０台 ２．３人 

※利用者内訳 大人 3,670 人、大人割引者 3,535 人 
割引内訳 障がい者割引 本人 2,045 人･介護 146 人  

療育手帳 本人 4 人 被爆者健康手帳本人 6 人 
特定疾患割引 本人 41 人・介護 25人                 
運転免許自主返納者割引 1，268 人 

利用料収入 2,718,750 円 
 
 

平成 27 年度上半期(4 月～9月) 計（運行日数 123 日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア ８５１人 ２，７６３人 ２２．５人 １，２４２台 ２．２人 

上部東エリア ７４８人 ２，６７１人 ２１．７人 １，１９６台 ２．２人 

川東エリア ７８６人 １，９９８人 １６．２人 ８７８台 ２．３人 

 ２，３８５人 ７，４３２人 ６０．４人 ３，３１６台 ２．２人 

※利用者内訳 大人 3,822 人、大人割引者 3,600 人・小人 8人・無料乳幼児 2人 
割引内訳 障がい者割引 本人 2,122 人･介護 127 人 

 療育手帳 本人・28 人 被爆者健康手帳 本人 8人 
特定疾患割引 本人 27 人・介護 17人   
運転免許自主返納者割引 1，271 人 

利用料収入 2,813,000 円 
平成 27 年度下半期(10 月～3月) 計（運行日数 120 日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア ９２０人 ３，２０６人 ２６．７人 １，３５０台 ２．４人 

上部東エリア ７９０人 ２，８４８人 ２３．７人 １，２４９台 ２．３人 

川東エリア ８５１人 ２，０７４人 １７．２人 ８９５台 ２．３人 

 ２，５６１人 ８，１２８人 ６７．７人 ３，４９４台 ２．３人 

※利用者内訳 大人 3,841 人、大人割引者 4,285 人・小人 0人・無料乳幼児 2人 
割引内訳 障がい者割引 本人 2,386 人･介護 170 人 

 療育手帳 本人・35 人 被爆者健康手帳 本人 1人 
  精神障がい者 本人 3人・介護１人  
戦傷病者本人 2 人・介護 2人 
特定疾患割引 本人 36 人・介護 20人   
運転免許自主返納者割引 1,629 人 

利用料収入 2,991,750 円 
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平成 28 年度上半期(4 月～9月) 計（運行日数 123 日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア ９７３人 ３，５５０人 ２８．９人 １，５１１台 ２．３人 

上部東エリア ８２５人 ３，２９０人 ２６．７人 １，３６６台 ２．４人 

川東エリア ８９２人 ２，３３３人 １９．０人 １，０４８台 ２．２人 

 ２，６９０人 ９，１７３人 ７４．６人 ３，９２５台 ２．３人 

※利用者内訳 大人 3,891 人、大人割引者 5,282 人・小人 0人・無料乳幼児 0人 
割引内訳 障がい者割引 本人 2,440 人･介護 131 人 療育手帳 本人 17人    

精神障がい者 本人 5 人 特定疾患割引 本人 61人・介護 40 人   
運転免許自主返納者割引 2,588 人 

利用料収入 3,266,000 円 
 

平成 28 年度下半期(10 月～3月)  （運行日数 平日 120 日、土曜日 24日） 
                 ※運行日数は 132 日で計算（土曜日を半日換算） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア １，０２８人 ３，５０６人 ２４．３人 １，５１８台 ２．３人 

上部東エリア ８８３人 ３，７１３人 ２５．８人 １，５２０台 ２．４人 

川東エリア ９５２人 ２，４７６人 １７．２人 １，１２６台 ２．２人 

 ２，８６３人 ９，６９５人 ６７．３人 ４，１６４台 ２．３人 

※利用者内訳 大人 4,232 人、大人割引者 5,463 人・小人 0人・無料乳幼児 0人 
割引内訳 障がい者割引 本人 2,201 人･介護 159 人 精神障がい者 本人 3 人    

被爆者健康手帳本人 1人 特定疾患割引 本人 54人・介護 23 人   
運転免許自主返納者割引 3,022 人 

利用料収入 3,481,750 円 
 

平成 29 年度上半期(4 月～9月)  （運行日数 平日 124 日、土曜日 25日） 
                ※運行日数は 136.5 日で計算（土曜日を半日換算） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア １，０８０人 ３，８８３人 ２６．１人 １，５９３台 ２．４人 

上部東エリア ９１９人 ４，２５０人 ２８．５人 １，６５３台 ２．６人 

川東エリア ９８６人 ２，４５８人 １６．５人 １，１６９台 ２．１人 

 ２，９８５人 １０，５９１人 ７１．１人 ４，４１５台 ２．４人 

※利用者内訳 大人 4,057 人、大人割引者 6,534 人・小人 0人・無料乳幼児 0人 
割引内訳 障がい者割引 本人 2,733 人･介護 185 人 精神障がい者 本人 8 人    

戦傷病者 本人 1人 特定疾患割引 本人 87人・介護 31 人   
運転免許自主返納者割引 3,489 人 

利用料収入 3,662,000 円 
 

平成 29 年度下半期(10 月～3月)  （運行日数 平日 120 日、土曜日 24日） 
                ※運行日数は 132 日で計算（土曜日を半日換算） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア １，１２０人 ３，５１７人 ２６．６人 １，５２０台 ２．３人 

上部東エリア ９５２人 ３，７６８人 ２８．５人 １，５２７台 ２．５人 

川東エリア １，０１７人 ２，４８５人 １８．８人 １，１８０台 ２．１人 

 ３，０８９人 ９，７７０人 ７４．０人 ４，２２７台 ２．３人 

※利用者内訳 大人 3,615 人、大人割引者 6,155 人・小人 0人・無料乳幼児 0人 
割引内訳 障がい者割引 本人 2,524 人･介護 229 人 精神障がい者 本人 10 人    

特定疾患割引 本人 65 人・介護 28人   
運転免許自主返納者割引 3,299 人 

利用料収入 3,346,250 円 
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平成 30 年度上半期(4 月～9月)  （運行日数 平日 124 日、土曜日 24日） 
                ※運行日数は 136 日で計算（土曜日を半日換算） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア １，１６１人 ３，４２５人 ２５．２人 １，５５５台 ２．２人 

上部東エリア １，０１７人 ３，８６７人 ２８．４人 １，５６４台 ２．５人 

川東エリア １，０５７人 ２，６０２人 １９．１人 １，３３７台 １．９人 

 ３，２３５人 ９，８９４人 ７２．８人 ４，４５６台 ２．２人 

※利用者内訳 大人 3,582 人、大人割引者 6,312 人・小人 0人・無料乳幼児 0人 
割引内訳 障がい者割引 本人 2,297 人･介護 158 人 精神障がい者 本人 5 人    

特定疾患割引 本人 43 人・介護 29人   
運転免許自主返納者割引 3,780 人 

利用料収入 3,369,000 円 
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※平成３０年１０月以降月別利用者数 

 

平成 30 年 10 月（運行日数 平日 22日 土曜日 4日） 

エリア 登録者数 利用者数 運行台数 

上部西エリア １，１６７人 ５９７人 ２７９台 

上部東エリア １，０２２人 ７４４人 ２９１台 

川東エリア １，０６３人 ４５１人 ２５０台 

 ３，２５２人 １，７９２人 ８２０台 
 ※利用者内訳 大人 641 人 小人 0人  無料乳幼児 0 人 

障がい者割引 本人 425 人･介護 35 人 療育手帳 本人 3人 
特定疾患割引 本人 9人･介護 5人  運転免許自主返納者割引 674 人     

利用料収入 608,250 円 

（平日） 

エリア 登録者数 利用者数 1日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア １，１６７人 ５４０人 ２４．５人 ２５１台 ２．２人 

上部東エリア １，０２２人 ６６２人 ３０．１人 ２５９台 ２．６人 

川東エリア １，０６３人 ４１１人 １８．７人 ２２９台 １．８人 

 ３，２５２人 １，６１３人 ７３．３人 ７３９台 ２．２人 

（土曜日） 

エリア 登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア １，１６７人 ５７人 １４．３人 ２８台 ２．０人 

上部東エリア １，０２２人 ８２人 ２０．５人 ３２台 ２．６人 

川東エリア １，０６３人 ４０人 １０．０人 ２１台 １．９人 

 ３，２５２人 １７９人 ４４．８人 ８１台 ２．２人 

 

平成 30 年 11 月（運行日数 平日 21日 土曜日 3日） 

エリア 登録者数 利用者数 運行台数 

上部西エリア １，１７３人 ５７８人 ２６０台 

上部東エリア １，０２５人 ６５４人 ２７７台 

川東エリア １，０６８人 ４４０人 ２５２台 

 ３，２６６人 １，６７２人 ７８９台 
 ※利用者内訳 大人 603 人 小人 0人  無料乳幼児 0 人 

障がい者割引 本人 400 人･介護 25 人  
特定疾患割引 本人 7人・介護 5人 運転免許自主返納者割引 632 人     

利用料収入 568,750 円 

（平日） 

エリア 登録者数 利用者数 1日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア １，１７３人 ５４３人 ２５．９人 ２４１台 ２．３人 

上部東エリア １，０２５人 ５９４人 ２８．３人 ２５２台 ２．４人 

川東エリア １，０６８人 ４１２人 ２０．０人 ２３４台 １．８人 

 ３，２６６人 １，５４９人 ７３．８人 ７２７台 ２．１人 

（土曜日） 

エリア 登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア １，１７３人 ３５人 １１．７人 １９台 １．８人 

上部東エリア １，０２５人 ６０人 ２０．０人 ２５台 ２．４人 

川東エリア １，０６８人 ２８人 ９．３人 １８台 １．６人 

 ３，２６６人 １２３人 ４１．０人 ６２台 ２．０人 
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地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（抜粋） 

 

第１編 共通事項 

 

（目的） 

第１条 この補助金は、生活交通の存続が危機に瀕している地域等において、地域の特

性・実情に最適な移動手段が提供され、また、バリアフリー化やより制約の少ないシ

ステムの導入等移動に当たっての様々な障害の解消等がされるよう、地域公共交通の

確保・維持・改善を支援することを目的とする。 

 

（定義等） 

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

一 「生活交通確保維持改善計画」とは、地域公共交通の確保・維持・改善のために、

都道府県、市区町村、交通事業者若しくは交通施設の管理者等からなる協議会（以

下「協議会」という。）又は都道府県若しくは市区町村が、地域の生活交通の実情

のニーズを的確に把握しつつ、当該協議会での議論を経て策定する地域の特性・実

情に応じた最適の移動手段の提供、バリアフリー化やより制約の少ないシステムの

導入等移動に当たっての様々な障害の解消等を図るための取組についての計画を

いう。 

二 「地域公共交通確保維持事業」とは、地域公共交通の存続が危機に瀕している地

域において地域の特性・実状に最適な交通手段を確保・維持するために生活交通確

保維持改善計画（当該計画に代えて策定される地域間幹線系統確保維持計画、地域

内フィーダー系統確保維持計画及び離島航路確保維持計画及び離島航空路確保維

持計画を含む。）に基づいて実施される事業をいう。 

 

（協議会） 

第３条 前条第１項第一号の協議会は、以下の者によって構成される。 

一 関係する都道府県又は市区町村 

二 関係する交通事業者又は交通施設管理者等 

三 地方運輸局（神戸運輸監理部及び沖縄総合事務局を含む。以下「地方運輸局等」

という。）又は地方航空局 

四 その他地域の生活交通の実状、その確保・維持・改善の取組に精通する者等協議

会が必要と認める者 

（中略） 

５ 協議会は、補助対象事業ごとに補助対象事業について評価を行い、その結果につい

て地方運輸局又は地方航空局の長に報告しなければならない。 
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地域公共交通確保維持改善事業実施要領（抜粋） 

 

７．事業評価について 

（１）事業評価の実施 

①自己評価（一次評価） 

地域公共交通確保維持改善事業による支援を受けた事業については、毎年度、協

議会自らによる事業の実施状況の確認、評価（以下「自己評価」という。）を行い、

当該自己評価の結果を、地域公共交通確保維持事業及び地域公共交通調査等事業に

あっては、補助金の交付を受けようとする会計年度の１月末までに、地域公共交通

バリア解消促進等事業にあっては、補助金の交付を受けた会計年度の翌年度の１月

末までにそれぞれ協議会から、地方運輸局、神戸運輸監理部、地方航空局又は沖縄

総合事務局（以下「地方運輸局等」という。）に報告するとともに、公表すること

とする。 

 

②二次評価 

ア．実施対象 

バリアフリー化設備等整備事業及び鉄道軌道安全設備等整備事業を除く各事

業については、自己評価（一次評価）等を基に二次評価を行うこととする。 

 

イ．実施方法 

二次評価を実施する際には、当該評価の客観性・妥当性を担保するため、地方

運輸局等に各担当部長等及び学識経験者等の有識者からなる第三者評価委員会

を設置することとし、当該委員会においては、地方運輸局等が作成した二次評価

案等について審議する。地方運輸局等においては、その結果を踏まえて評価を実

施することとする。 

地方運輸局等は、協議会に対して当該二次評価結果を通知するとともに、必要

に応じて、事業計画の見直し等を求め、協議会では、二次評価の結果を踏まえ、

必要に応じて確保維持改善計画、後続事業又は地域の取組等に反映させる。 

二次評価の結果を含む事業評価の結果について、地域公共交通確保維持事業及

び地域公共交通調査等事業にあっては補助金の交付を受けようとする会計年度

の２月末までに、地域公共交通バリア解消促進等事業（利用環境改善促進等事業）

にあっては補助金の交付を受けた会計年度の翌年度の２月末までに、それぞれ地

方運輸局等から国土交通省総合政策局へ提出することとする。 
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地域公共交通確保維持改善事業に関する事業評価実施細目（抜粋） 

 

１．事業評価の目的 

地域公共交通確保維持改善事業の事業評価は、協議会が、生活交通確保維持改善

計画（交付要綱の規定に基づき、生活交通確保維持改善計画に代えることができる

各種計画を含む。以下同じ。）に位置付けられた補助対象事業等について、事業の

性質に応じ、事業の実施状況の確認、目標達成状況等の評価を行うことによって、

補助対象事業がより効果的、効率的に推進されることを目的とする。 

 

２．評価項目 

（１）地域公共交通確保維持事業（離島航路構造改革事業に係る調査事業を除く。）及 

び地域公共交通バリア解消促進等事業 

地域公共交通確保維持事業及び地域公共交通バリア解消促進等事業（以下「生活

交通確保維持改善計画に基づく事業」という。）の評価については、運行系統、離

島航（空）路、設備等の別ごとに、以下の評価項目について実施することを原則と 

するが、下記③について、生活交通確保維持改善計画において複数の運行系統、設 

備等を包括して目標・効果が記載されている場合は、事業の性質に応じ、当該複数 

運行系統、設備等を包括的に評価することができるものとする。 

 （中略） 

①前回（又は類似事業）の事業評価結果の反映状況 

過去に実施した類似事業又は先行事業の評価結果を反映させた場合は、その事業 

評価結果をどのように反映させたのかを明らかにすること。 

②事業実施の適切性 

生活交通確保維持改善計画に基づく事業が適切に実施された（されている）か、

評価を行うこと。計画どおり実施されなかった（されていない）場合には、理由等

を明らかにすること。 

③生活交通確保維持改善計画における目標・効果の達成状況 

生活交通確保維持改善計画に位置付けられた定量的な目標・効果が達成された

（達成できる見込み）か、設定した目標ごとに分析を行うこと。目標・効果が達成

できなかった（達成できない見込み）場合には、理由等を分析の上明らかにするこ

と。 

④事業の今後の改善点 

実施した事業について改善点があるかどうかを、事業の目的の達成状況を考慮し 

た上で検証すること。 

必要に応じて、上記の検証結果を踏まえて地域における今後の取り組みでの具体 

的な改善策（又は改善の方向性）を検討すること（改善策は、事業者の取り組みだ 

けでなく、地域の取り組みについて広く検討すること。）。特に、地域公共交通確  

保維持事業においては、評価結果を生活交通確保維持改善計画にどのように反映さ
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せるか、方向性又は具体的な内容を検討すること。 

併せて、より適切な目標設定について検討すること。 

 

３．事業評価 

（１）自己評価（一次評価）の報告 

実施要領７．（１）①に定める地方運輸局等への評価の報告については、別添１ 

に掲げる様式に基づいて実施するものとする。 

この場合において、地域公共交通確保維持事業（離島航路構造改革事業に係る調 

査事業を除く。）又は地域公共交通バリア解消促進等事業（利用環境改善促進等事 

業に限る。）に係る評価を実施している協議会にあっては、別添１－２に掲げる様 

式に基づいて、当該協議会が生活交通確保維持改善計画に掲げる地域の交通の目指 

す姿（利用環境改善促進等事業において生活交通確保維持改善計画に代えて生活交 

通改善事業計画を策定している場合にあっては、事業実施の目的・必要性。）を報 

告するものとする。ただし、当該報告は二次評価の実施対象とはしない。 

 


